
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業に要
した経費

17,435,000 7,278,0001

公共用施
設に係る
整備、維
持補修又
は維持運
営等措置

梅久保中山線落石防護網設
置工事

奥多摩町

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）
措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維
持補修又は維持運営措置

梅久保中山線落石防護網設置工事

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 奥多摩町

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

交付金事業に関係する主要政策・施策：
　第5期奥多摩町長期総合計画（平成27年度～令和6年度）
　　基本方針2　やさしさ ふれあい 人と自然
　　　主要施策1　自然とともに歩むまちづくり
　　　　分野別施策④　道路の整備
　・既存道路の維持管理、斜面の安全対策、改修や改良計画、併せて橋梁の維持管理及び
耐震の整備計画を進めながら、安全で快適な環境づくりに配慮した道路改良を推進しま
す。

目標：
　「町道や生活道路の整備」の満足度　55％（令和6年度）
　（「奥多摩町まちづくり住民アンケート」調査結果を指標として、町の取組みに対する
住民の満足度の向上を目指します。）

平成27年度 事業終了（予定）年度 令和6年度事業開始年度
第5期奥多摩町長期総合計画の終期まで事業期間の設定理由

交付金事業実施場所 東京都西多摩郡奥多摩町境815番1先

交付金事業の概要

町道梅久保中山線は、地域住民の生活道路として、また観光用散策路としても利用されて
いるが、落石の危険があるため、落石防護網を設置することで安全対策を講じる。

【落石防護網設置工事概要】工事延長 22.0m

                          落石防護網 長さ 22.0m、高さ 10.0m、面積 218.8m2



「奥多摩町
まちづくり
住民アン

ケート」に
における調

査結果

45.8

55.0

83.3%

評価年度 令和元年度

成果実績

目標値

成果目標 成果指標

達成度

%

%

%

交付金事業の成果目標
及び成果実績

評価年度の設定理由

令和元年度に、第5期長期総合計画の進捗評価のための住民に対するアンケートを実施し
たため。

今回実施した交付金事業により、町道梅久保中山線に長さ 22.0m、高さ 10.0m、総面積

218.8m2の防護網を設置（工事延長は 22.0m）した。
上記の定量評価においては、成果目標を達成することはできなかったが、これは今回設定
した成果指標は、全ての町道等の整備に対する満足度であり、特定の町道のみを重点的に
整備するのみでは満足度を向上させるには至らなかったためだと考える。
実際に、今回防護網を設置した箇所において、設置後から現在（2020年2月）に至るまで
落石事故は発生しておらず、地域住民の生活利便性の向上及び観光客含め道路利用者の安
全・安心を確保することができたと考える。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

「町道や生
活道路の整
備」の満足
度　55％



　　　　　　　づけられている当該都道府県又は市町村の上位政策・施策とその目標を記載すること。

　　　　　　　の目標を踏まえて定量的に記載すること。当該事業の定量的評価が困難な場合には、成果目標の欄

　　　　　　　に、定性的な目標を、交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄に、定性的な成果及び評価を記載

　　　　　　　すること。

　　　　（６）　成果目標及び成果指標の欄は、交付金事業に関係する都道府県又は市町村の主要政策・施策とそ

（備考）（１）　事業ごとに作成すること。 
　　　　（２）　番号の欄には、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。
　　　　（３）　交付金事業の概要の欄は、事業内容、必要性、期待される効果等を記載すること。

　　　　（４）　交付金事業に関係する都道府県又は市町村の主要政策・施策とその目標の欄は、当該事業が関連

　　　　（５）　事業期間が複数年度にわたる事業については事業期間の設定理由を記載すること。

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

環境整備課

企画財政課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
工事請負契約 指名競争入札 有限会社井上土建 17,435,000

7,278,000

0

7,278,000

7,630,000

0

7,630,000

7,424,000

0

7,424,000

10,476,000 19,113,840 17,435,000

m
% 100.0% 100.0% 100.0%

落石防護網設置工事の工
事延長

46 23 22
46 23 22

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費
等

令和元年度平成30年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

達成度

活動指標
m交付金事業の活動指標

及び活動実績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成29年度単位
活動実績
活動見込



　　　　　　　該機関等による評価についても、併せて報告を行うこと。

　　　　　　　性的な成果及び評価の記載のほか、成果実績が目標値に達しない場合の要因分析及び次年度に向け

　　　　　　　た改善点並びに評価に第三者機関等を活用した場合には当該機関等の評価を記載すること。

　　　　　　　第三者機関等の名称及び構成員等を記載すること。

　　　　　　　と。

　　　　　　　施した課室の名称を記載すること。事業実施課室と評価実施課室が同一でも差支えない。

　　　　（９）　交付金事業の定性的な成果及び評価等の欄は、上記（６）の定量的評価が困難な場合における定

　　　　（10）　評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した場合にあっては、

　　　　（11）　交付金事業の活動指標及び活動実績の欄は、当該事業の進捗度、利用量等の活動量を記載するこ

　　　　（12）　交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

　　　　（13）　交付金事業の担当課室の欄は事業を実施した課室を、交付金事業の評価課室の欄は事業評価を実

　　　　　　　載すること。

　　　　（７）　評価年度及び評価年度の設定理由の欄は、交付金事業の内容、成果目標及び成果指標を踏まえ記

　　　　　　　　なお、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合、評価年度の設定には当該機関等による

　　　　（８）　成果実績の欄は、評価年度に成果指標に基づき測定した数値を記載すること。ただし、評価年度

　　　　　　　　なお、成果実績を別途報告する際に、交付金事業の評価に第三者機関等を活用する場合には、当

　　　　　　　評価実施時期も考慮すること。

　　　　　　　が到来していない場合は、成果実績の欄は空欄とし、評価年度に別途、報告を行うこと。




